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は 2001 年 11 月であるが、その破綻原因は、30 年弱に亘って行っていた
特定の海外再保険取引にあると言われている。本稿は、この海外再保険取
引が破綻原因になったことを前提として、大成火災元役員 (具体的には、













こと (後述 5)、および、当該再保険プール (以下、FR再保険プールとい
う) の保険成績に疑義があったこと (後述 6) を指摘し、最後に結論を述
べる (後述 7)。
注
( 1 ) FR 社は 1977 年に社名を変更しているが (Fortress Reinsurance Managers,









































保険株式会社 (以下、日産火災という) が 26%、大成火災が 26%であっ
た (内部的にはこの割合であるが、日産火災が大成火災のフロンティング
を行っていた部分がある)。また、FR 再保険プールでの保険引受年度





































すなわち、第 1 に、マネジメント契約では、FR 社の受再権限は、1受再
保険契約あたりのネット引受限度額 (Net Acceptance limit in respect of
any one Original Reinsurance Contract. 再出再した保険責任額を控除した
4 (509)
後の保険責任に関する限度額のこと) が 4万ドルに設定されていたものの、














具体的には、まず、FR 社が 1984 年にバミューダで設立したカロライ












プール年度 (1994 年 7 月〜1 年間) 以降。なお、FR 社はプール・メン
バー各社に対して、ファイナイト保険に関する報告を毎年行っていた。ま



















































( 2 ) 大成火災『更生計画案』(2002 年 6 月および 2002 年 8月) の第 1章第 1
節「2．会社更生手続開始申立に至った経緯」による。なお、この部分は、
大成火災の更生計画認可に関する官報掲載 (平成 14 年 9 月 2日号外 193 号)
138 頁以下では省略されている。
( 3 ) 大成火災『更生計画案』・前注の第 1章第 1節「8．経営責任調査委員会」
による。なお、この部分も、やはり官報掲載では省略されている。
( 4 ) 平成 14 年改正前の会社更生法 72条 1項 (現行の会社更生法 100条) は、
管財人の申立または職権による裁判所の処分 (旧経営陣 (取締役および監査
役等) の責任に基づく損害賠償請求権の査定) を規定していた。2001 年 11
月 22日に会社更生手続開始の申立てをした大成火災の会社更生手続では、
管財人は裁判所に対して、役員 (取締役および監査役のうちの 11 名) に対










れている (認可された更生計画の第 3章第 1節(6) による)。なお、役員に
対する損害賠償請求権に関しては、その 31.7%に相当する部分を大成再保険
が承継した (損害賠償請求訴訟・次注参照の訴状による)。
( 6 ) 大成火災の更生管財人は、損害賠償請求権査定の申立てから 4ヶ月ほど
経って、損害賠償請求権査定申立てを取り下げるとともに、大成火災及び大






成 17 年改正前商法 266条 1項 5 号)、第 2 は、取締役および監査役による違
法配当 (同法 266条 1項 1 号、266条 2項、277条) である。なお、この損害
賠償請求訴訟の訴状 (英訳文) は、米国での 2件の訴訟 (Sompo v. Deloitte,
Superior Court of N. C., Guilford County, 03 CVS 5547 ; Aioi v. Sabbah et al.,
Superior Court of N. C., Guilford County, 03 CVS 5659) において、被告であ
るデロイト・トウシュ会計事務所 (Deloitte & Touche) が 2004 年 6 月 1日
に提出した裁判書面の証拠として提出されている。
( 7 ) 大成火災破綻時にプール・メンバーだったあいおい損保、日産火災 (提訴
時は損保ジャパン)、大成火災 (提訴時は大成再保険) は、FR 社、FR 社の
2人の代表者とその家族 (以下、FR 社関係者という)、FR 社の会計監査を
実施していたデロイト・トウシュ会計事務所、および、FR 社代表者 1 名に
よる多額の寄付先である 2 団体 (The American Hebrew Academy Inc.
(AHA. Ref., infra n. 109) and The Oklahoma City Community Foundation
Inc.) に損害賠償を求めて、それぞれが米国で提訴した (Douglas McLeod,
Panel hits MGA with fraud award, Fortress Re told to pay $ 1.1 billion,
Business Insurance, Jan. 5, 2004, pp. 1, 24 ; Lisa Scheer, Reversal of Fortune,
Forbes, Oct. 11, 2004, pp. 56-57. ただし、プール・メンバー 3 社の全てが、
全被告を提訴した訳ではない)。前注の 2件の米国訴訟は、そのうちの一部
である。
( 8 ) FR 社に対する損害賠償請求は、訴訟も提起されたものの (前注参照)、




( 9 ) 1986 年から 1988年にかけて FR 再保険プールを構成していたプール・メ
ンバーは、大成火災、千代田火災、日産火災、富士火災海上保険株式会社
(以下、富士火災という) の 4 社であった。この大成火災ら 4 社は、1986 年〜
1988年の 3 年分の所得について米国の内国歳入庁 (IRS : Internal Revenue
Service) の税務調査を受け、加算税を含め、4 社合計で約 570万ドルの追
徴税を納めることになった。内国歳入庁は、再保険プールのマネジング・
エージェントである FR社が、米国における代理人 PE (PE : permanent es-
tablishment. 恒久的施設) に該当するとして課税処分を行ったのである。
これに対して、大成火災ら 4 社は、それぞれ課税処分の取り消しを求めて
米国の租税裁判所 (Tax Court) に提訴し、その後この 4件の訴訟は併合さ
8 (505)
れた。租税裁判所は、1995 年 5 月 2日、大成火災ら 4 社の主張を認め課税処
分の取り消しを命じた。Ref., The Taisei Fire and Marine Insurance Co.,
Ltd., et al. v. Commissioner of Internal Revenue Service, 104 T. C. 535
(1995).
(10) 吉澤卓哉『保険の仕組み』(千倉書房。2006 年) 114-117頁参照。
(11) 千代田火災は 2001 年 4 月に大東京火災海上保険株式会社と合併し、あい
おい損害保険株式会社となった。
(12) ELC (excess of loss cover. 超過損害額再保険) とは、「個々の原契約につ
いて保有・出再を決める作業は伴わず、全対象契約について、損害発生時に
出再者の損害保有額を超過した部分を受再者が一定の限度額までてん補す
る」(トーア再保険『再保険その理論と実務 改訂版』(日経 BP コンサル
ティング。2011 年) 191頁) 再保険 (の方式) である。
(13) レイヤー (layer. 保険カバーの層) とは、(再)保険契約者のリスクが断層
的に付保される場合のカバーの層のことである。Benett, C., Dictionary of
Insurance, Pitman Publishing (UK), 1992 (木村栄一監訳『ベネット 保険辞




を委任する限度となる総保険料限度額 (overall premium limit) を設定する
こととされている。
(15) Q/S (quota share. 比例再保険) とは、出再の「対象となる全ての原契約
をあらかじめ定められた一定の割合に基づいて出再」(トーア再保険・前掲
注 (12) 103-104頁) する再保険 (の方式) である。




(17) ファイナイト保険での再出再が特に高比率となったのは第 26 プール年度















FR 再保険プールが実質的に破綻し、そのプール・メンバーの 1 社だっ
た大成火災は経営破綻に至った。FR再保険プールの破綻原因として考え
られるのは、大口保険事故の多発、不適切な保険引受 (再出再を含む。以



























当時は、FR 再保険プールのプール・メンバーだった 3 社が、米国仲裁
協会 (AAA : American Arbitration Association) における仲裁において、
10 (503)
個別に FR社に対して損害賠償を求めていた最中であったが、その後の日
産火災分の仲裁判断 (2003 年 12 月 16日) において、FR社関係者による
詐欺行為等が実際に認定されるに至った。すなわち、填補損害賠償金
(compensatory damages) のみならず、懲罰的損害賠償 (punitive dam-
age) まで賠償すべき損害額として容認され (懲罰的損害賠償と弁護士費
用を合わせて 1億ドル)、総計で 11億 1,960万ドル (約 1,200億円) もの









為 (wrongful misconduct) が認定された。第 1 に、プール・メンバーに
配布したグロス保険成績表 (Gross Results schedule) について、意図的
に重要事実の不実表示 (misrepresentation) を行い、また、ファイナイ
ト保険の会計処理に関して重要事実の開示を怠った事実が認定された。こ
れは、FR 社が現実の詐欺 (actual fraud) および擬制詐欺 (constructive
fraud) を行ったことになり、マネジメント契約違反および日産火災に対
する信認義務違反になる。
第 2 に、FR 社に正当性のない巨額の利益手数料が移転し、ひいては
FR社の株主兼経営者だったサバ氏 (Maurice Sabbah) やコーンフェルド
氏 (Kenneth Kornfeld) らに巨額の配当として移転し、また、債務超過状
態だったカロライナ再保険に再々保険の形態で巨額の資金が移転した事実
が認定された。これは、ノース・カロライナ州の統一詐欺的財産移転法
(Uniform Fraudulent Transfer Act) における財産種類の転換 (conver-





基づいて FR社が受領した過大な利益手数料 (22百万ドル) が認定された。
ちなみに、大成火災の会社更生手続開始申立時 (2001 年 11 月 22 日)
11(502)
のニュース・リリースによると、FR再保険プールを通じた再保険取引に
















損害のほとんど (認定損害額の 97.6%) はカロライナ再保険への再出再に























バーが被った損害は、第 1 に IBNRの過少計上やファイナイト保険の将来債
務の部分計上等によって FR再保険プールの保険成績が表面的に良好となり、
良好に見える保険成績に基づいてコンティンジェント手数料が FR社に支払




いる。Ref., Complaint of Sompo v. Deloitte, supra n. 6 ; Complaint of Aioi v.
Sabbah et al., supra n. 6.
(25) 大成火災の会社更生手続においてスポンサーとなった安田火災海上保険株
式会社と日産火災は、合併して損害保険ジャパン株式会社 (以下、損保ジャ
パンという) となり (2002 年 7 月 1日)、他方、大成火災は、更生計画に基
づいて大成火災と大成再保険に会社分割された (2002 年 10 月 1日)。
そして、大成火災と大成再保険が損害賠償請求権査定の申立てを取り下げ
たうえで、役員に対する損害賠償請求訴訟等を提起した (2002 年 10 月 23
日。前掲注 6参照)。
その 8 日後に、大成火災は 100%減資を行ったうえで、損保ジャパンが単
独株主となった (2002 年 10 月 31日)。そして、1ヶ月後に大成火災の更生
手続が終結すると (2002 年 12 月 1日)、直ちに大成火災は損保ジャパンに
吸収合併されて解散するに至り (2002 年 12 月 2日。なお、合併契約書の締
結は 2002 年 7 月 29日)、大成火災の役員に対する損害賠償請求訴訟等にお
ける原告の地位は、大成火災から損保ジャパンに承継された。他方、大成再
保険は大成火災の完全子会社として設立されたものであるが、その後、大成
バミューダ再保険株式会社 (Taisei Reinsurance (Bermuda) Limited) の完
全子会社となった (2002 年 10 月 24日)。なお、大成バミューダ再保険は、
大成火災がバミューダの信託銀行に特別目的信託 (The Taisei Reinsurance
Purpose Trust) を設定させ、この特別目的信託が設立したものである
(2002 年 10 月 2日)。
そして、それから半年後に、原告である損保ジャパンおよび大成再保険は、
この損害賠償請求訴訟を取り下げ (2003 年 5 月 15日)、訴訟は終結した。
(26) 2003 年 5 月 22日付け損保ジャパンと大成再保険の連名のニュース・リ
リースによる。
(27) そのほかに、従前は FR 社が管理していた第三者預託 (escrow) に付さ
れている資産の取り戻しも認められた。なお、仲裁判断自体は、Sompo v.
13(500)
Deloitte, supra n. 6 において、原告である損保ジャパンの 2004 年 3 月 12日
付けの書面の証拠として提出されている。
(28) この仲裁判断は、あいおい損保分および大成火災分の仲裁にも実質的な影
響を与えることになり、FR 社側からプール・メンバー 3 社 (あいおい損保、
損保ジャパン、大成火災を引き継いだ大成再保険) への和解金の一部支払
(2003 年 12 月 31日) および和解成立 (2004 年 7 月 14日) に繋がった。
(29) FR 再保険プール取引において、日産火災は大成火災のフロンティング保









(30) ニュース・リリースでは 11 月 16 日現在と記載されているが、これは
PwC会計事務所から調査報告書が大成火災に提出された日付にすぎず、744
億円の根拠となる同調査報告書が用いた為替レートは 9 月 30日時点のもの
である (更生管財人が東京地裁に行った『会社更生法第 179条に基づく調査
報告書』(2002 年 1 月 29日東京地裁受付) による)。



























この時期を検討対象とするのは、第 1 に、FR 再保険プールにおける取
引実態が、少なくとも米国税務訴訟判決時 (1995 年 5 月) には、大成火
災破綻時 (2001 年 11 月) とほぼ同様だったと考えられるからである
(35)
。第
2 に、米国税務訴訟判決の直後には大蔵省検査が行われており (1995 年 6
月〜7 月)、当局から、海外受再業務において FR 社関連の保険リスクに
過度に危険が集中していること (1994 年度末における海外受再保険料 67
億円のうち、FR 社関連のものが 43億円)、会社収益全体が FR 社関連取




















ところで、米国税務訴訟判決時 (1995 年 5 月) の代表取締役社長は Q
氏であり、再保険担当取締役は B氏であった。そして、翌 1996 年 6 月に































































































































































































































トたる FR社関係者による不誠実行為 (詐欺行為等) 等を疑うべき具体的
な事情が存在していたか否かを検討する。具体的には、マネジング・エー
ジェントによる不誠実行為等の現実的危険性を認識できたこと (次述 5)、








のか――」保険学雑誌 627 号 (2014 年) 参照。
(36) 役員に対する損害賠償請求訴訟の訴状 (前掲注 6参照) による。
(37) 損保ジャパン (日産火災分) の主張によると、カロライナ再保険は、少な
くとも 1997 年には債務超過状態にあり、それ以前に財務的に毀損していた
とのことである (Ref., Complaint of Sompo v. Deloitte, supra n. 6)。
(38) 元役員に対する損害賠償請求訴訟の訴状 (前掲注 6参照) による。
(39) 米国税務訴訟判決時における再保険担当部署の部長は A氏だった。そし









なお、A氏は、1994 年 6 月に再保険担当部の部長となり、そして 1997 年
6 月になって取締役に就任するとともに、引き続き再保険担当部の部長を務
めた。さらに 1999 年 4 月には常務取締役に就任するとともに、再保険担当




















任を負わないとした (大阪地判平成 12 年 9 月 20日・判時 1721 号 3頁。な























用される) を追及した日本システム技術事件 (株主による損害賠償請求) で






い。」として責任を否定した (最判平成 21 年 7 月 9日・集民 231 号 241頁・



































PwC会計事務所に委託したのは 2001 年の春であるが、実際に FR社での現





干の規定が置かれていた。その後、大成火災の破綻 (2001 年 11 月) を受け
て、2004 年 4 月 26日に「再保険取引に係る監督強化について」と題する金
融庁の方針が示され、また、再保険に関する保険業法施行規則および事務ガ





































(42) 東京地判平成 6年 12 月 20日・判タ 893 号 260頁。
(43) 東京地判平成 8年 6月 20日・判時 1572 号 27頁。
(44) 東京地決平成 12 年 12 月 8 日・金商 1111 号 40頁。
(45) 東京高判平成 14 年 4 月 25日・判時 1791 号 148 頁。
(46) 東京地判平成 16 年 5 月 20日・判時 1871 号 125頁。
(47) 東京地判平成 17 年 2 月 10日・判時 1887 号 135頁。
(48) 名古屋高裁金沢支判平成 17 年 5 月 18 日・前掲注 38 参照。












(51) 江頭憲治郎『株式会社法第 6版』(有斐閣。2015 年) 429頁参照。
(52) 最判平成 20 年 1 月 28 日・判時 1997 号 148 頁 (拓銀カブトデコム事件)。




男編『株主代表訴訟体系 [新版]』(弘文堂。2002 年) 119頁、岩原紳作「金
融機関取締役の注意義務」『落合誠一先生還暦記念・商事法への提言』(商事
法務。2004 年)、同「銀行融資における取締役の注意義務 [上][下]」商事
法務 1741 号、1742 号 (2005 年) を参照。
(55) 注意義務の水準を抽象的に比較することよりも、むしろ具体的な注意義務
の内容の捉え方が重要であることを指摘するものとして、札幌高判平成 21
年 11 月 27日・判時 1946 号 128 頁 (拓銀エスコリース事件。ただし、両最
判・最決以前の裁判例である)、和田宗久「銀行取締役による融資と社会的
責任」金融・商事判例 1304 号 (2008年)、小塚荘一郎「判比」金法 1905 号
(2010 年) 21 頁、澤口実編著 (2012)『新しい役員責任の実務 [第 2 版]』
(商事法務。2012 年) 93-94頁 [山中修]、アンダーソン・毛利・友常法律事
務所金融判例研究会 (2013)『精選 金融判例解説 ――金融実務の観点か





経営判断原則」判例タイムズ 1323 号 (2010 年) 22頁を参照。
なお、両最判・最決以後に下された最判平成 21 年 11 月 27日・集民 232









の公共性と取締役の責任」商事法務 1740 号 (2005 年) 10-11頁を参照。ま






地決平成 13 年 3 月 22日・判時 1747 号 143頁 (千代田生命事件) 参照)。ち
なみに、やはり生命保険会社の行った融資に関して取締役の責任が認定され
た事件があるが、取締役と密接な関係のある自己の資産管理会社への融資で
あり、やや特殊である (東京高判平成 16 年 12 月 21日・判時 1907 号 139頁
(東邦生命事件) 参照)。















































































(Lloydʼs of London) における発生状況を中心に確認するが、それは FR
再保険プールによる保険引受方式が、ロイズのシンジケートによる保険引
受方式に非常によく似ているからである。すなわち、ロイズでは、保険



























サス社 (Turnbull Sasse Agency) はノンマリン種目を扱うシンジケー
トのマネジング・エージェントだったが、1975 年に米国のデンハー社










































ジェントを経営するハウデン・グループ (Alexander Howden Group) が、







































、合理的な注意 (reasonable care and skill) を果たす




グダ氏 (Anthony Gooda) とウォーカー氏 (Derek Walker) が経営す







ンス (time and distance) と呼ばれる一種のファイナイト保険を利用して、
マネジング・エージェントとして運営・管理するシンジケートの決算を良



































これらの再保険プールは、HS ウィーバーズ・エージェンシー (H. S.










































廉な保険料水準で保険引受を行うとともに (前述 (a) に同じ)、それだけ
では保険成績が悪化するので、未払保険金の計上遅延 (前述 (c) と同様)
やファイナイト保険の利用 (前述 (h) に同じ) によって、FR再保険プー
ルの保険成績を良好な状態に見せかけていた。そして、その良好な保険成
績に応じてコンティンジェント手数料が FR 社に支払われ、ひいては FR
社の株主に配当として流出した。第 2 に、FR 社は 1984 年にカロライナ
再保険をバミューダに設立したうえで、同社株式を FR社関係者に名目的
な金額で譲渡した。そして、FR再保険プールで引き受けた保険リスクの
うち、ネット引受限度額を超える保険リスクの一定割合 (1992 年 7 月以
降は 25%) を、比例再保険でカロライナ再保険に再出再していた。けれ
ども、カロライナ再保険の資産は、カロライナ再保険の株主兼経営者で






































年代から 1980 年代にかけて大損失事例が相次ぎ (前述 (2)③〜⑫)、米国
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supra n. 65, 邦訳 pp. 90-91.
(92) なお、保険引受制限の無視 (本文(b)) が行われていたか否かは判然とし
ない。
公認会計士との共謀 (本文(i) に関しては、デロイト・トウシュ会計事務
所による詐欺の教唆・幇助を裁判所は認めなかった。Ref., Order, June 10,
2005, Sompo v. D&T, supra n. 6.
(93) 出再先の財務健全性管理は、出再者にとって「基本的かつ重要な要素」で
















(94) 具体的には、カロライナ再保険は、FR 社が 1984 年にバミューダで設立
した再保険会社であり、FR再保険プールからの比例再保険での再出再の受
け皿とした (カロライナ再保険は、他の保険会社からの受再は行わない)。
そして、1986 年に至り、FR社は、カロライナ再保険の株式を FR社の 3 役
員であるサバ氏、コーンフェルド氏、サバ夫人 (Zmira Sabbah) に名目的
な金額で売却し、この 3役員が所有する会社となった。
(95) ちなみに、カロライナ再保険への再出再割合を FR 社が 1988年に引き上
げようとした際に、当時のプール・メンバー (千代田火災、日産火災、大成







掲注(77)、Raphael, supra n. 65 などがある。
(97) 保険会社がその業務の一部を外部者に委託している場合に、当該業務の的
確な遂行を確保するための措置を講じなければならないことが監督法で具体
的に明記されたのは、大成火災破綻よりも後である (保険業法 100条の 2の















(グラフ 1、グラフ 2とも、グラフ作成は筆者、数値の出典は、Deloitee & Touche, Independent
Auditorsʼ Report, 1999/10/15)
グラフ 1：Gross Premiume Earned
第 1 プール年度 (1972 年 11 月 1日〜1974 年 6 月 30日) から第 3 プール
年度 (1975 年 7 月 1日〜1 年間) までの保険成績はマイナスだったが、第
4 プール年度 (1976 年 7 月 1日〜1 年間) 以降は、直近の第 26 プール年





















グラフ 2：Net Premium Earned & Underwriting Profit/Loss
また、1990 年以降、ファイナイト保険を再出再手段として利用してい

















具体的には、グロス受再保険料の急増 (第 26 プール年度 (1998年 7月
〜1 年間) 以降)、航空保険の比率の急上昇 (航空保険の比率の急増は第




























である。前述 4(1) 参照)、再保険担当取締役 A氏および代表取締役社長



































に大成火災が日産火災と共同で 2001 年秋に調査権を行使した結果 (前述
2(3)③ 参照)、FR 再保険プールが実質的に破綻状態であることが判明し





















(98) Sompo v. Deloitte, supra n. 6 における 2003 年 9 月 26日付けのデロイト・
46 (467)
トウシュ会計事務所の書面の添付証拠 2 (1999 年 10 月 15日付けの同会計事
務所から FR社への監査報告書) による。
(99) ｢世界の再保険会社の損害率は 70% 前後であるのに対して、FR 再保険
プールの過去四半世紀の損害率は僅か 3.9%だった」と FR 社は日産火災に
報告していたとのことである。Ref.,MarkMaremont, Up in the Air, In Echo
of Sept. 11, A Bitter Spat Roils Aviation Insurance, The Wall Street Journal,
June 3, 2002, p. A12 (和訳「日産火災が訴えた中身、初めて明らかに大成火
















訟判決によると、同社は FR 再保険プールへの参加を求めたが、FR 社がそ
の要請を断ったという経緯があるからである。
(104) たとえば、1995 年以降に発生した航空保険の主な大口事故は次のとおり
である。AmericanAirline, B-757 (1995/12), Valuejet, DC9 (1996/4), TWA,
B-747 (1996/7), Korean Airline, B-747 (1997/8), Swiss Air, MD11 (1998/9),







(106) 米国の州の監督法により、米国の保険会社 (domestic insurer) は、外国




保険料準備金および未払保険金 (O/S : outstanding loss) の全額について、
信用状を当該外国保険会社 (ここでは、FR 再保険プール) から差し入れて
もらう必要がある。さもなければ、保険契約準備金 (未経過保険料準備金お
よび未払保険金) に相当する額を出再者はリザーブとして留保する必要があ
る (トーア再保険・前掲注(12) 420-421 頁参照)。そのためプール・メン
バーの代理人たる FR社が米国の出再者に差し入れたのが、この信用状であ
る。
(107) ロイズにおけるウィルコックス事件 (本文 5(2)②参照) も参考になる。
(108) 調査権行使に至らなかった理由の一つに、米国税務訴訟判決 (1995 年)
の影響があると指摘されている。すなわち、この判決において、FR 社が
プール・メンバー各社の米国における恒久的施設 (PE : permanent estab-
lishment) と認定されなかったのは、FR 社がプール・メンバー各社から完
全に独立して代理業務を行っていたからである。そして、判決以降、プー
ル・メンバー各社が FR 社に情報開示を求めると、FR 社は同判決を持ちだ
して (情報を開示すると恒久的施設と認定される惧れがある)、情報開示を
回避していた模様である。Ref., Marcus Scriven, Kenny Kornfeld : The man







サバ氏は、1999 年〜2003 年累計で 100万ドルもの寄付を AHA (前掲注 7
参照。なお、AHAの開校は、米国同時多発テロ (2001 年 9 月 11日) の前
日である) に投じていた (大成火災破綻後であるが、2003 年には、ビジネ
スウィーク誌に毎年発表される全米寄付番付 50人の 1人に選ばれている。
Ref., Michelle Collin and Jessi Hempel, The Top Givers, Businessweek, Dec. 1,
2003, pp. 53-61. なお、サバ氏は 2006 年に死亡しているが、寄付先である
AHA は、最終的な寄付額を 150 万ドルと記している。American Hebrew
Academy, The story of Chico Sabbah and The American Hebrew Academy,
The Jerusalem Post, April 9, 2012)。ただし、サバ氏は寄付を秘匿していた







アムタワーのマンション 3 戸、家具・骨董品 (130 万ドル)、ビジネス・
ジェット機など、多額の資産を多数保有していた (Moffet Banks, Fortress






年 9 月)。吉澤・前掲注(35) 26頁注 55参照。
(111) さらに、FR 社関係者による不誠実行為も判明したと思われる。実際、日
産火災は、2001 年 11 月 21日時点において (これは大成火災が会社更生手
続開始申立日の前日である)、FR 社関係者がプール・メンバーに対して詐
欺行為を働いていたことを発見したと述べている (Ref., Complaint of Sompo
v. Deloitte, supra n. 6)。
(112) 調査権の行使によって FR社関係者の詐欺行為等が判明すれば、マネジメ
ント契約の即時解除も可能だったと思われる。実際、日産火災は、詐欺行為
等の発見を受けて、マネジメント契約をプール年度の途中である 2001 年 11
月 21日に終了させた (前注参照)。
なお、富士火災は、1993 年 6 月末でFR再保険プールを脱退している。
(113) 本研究に関して、公益財団法人民事紛争処理基金の研究助成 (平成 27 年
度) を受けた。ここに記すとともに、感謝申し上げます。
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